












書式第１２号（法第２８条関係） 
事 業 報 告 用 

 
 
 

特定非営利活動法人全国こども食堂支援センター・むすびえ 

 
１ 事業の成果 
２事業年度目になる 2019 年度は、主要事業において、各関係企業団体等と関係構築を行いながら事業推

進するだけでなく、各事業の成果がより生み出されるようシナジー効果を意識する素地を作っていくこ

とも活動を行う上で留意した。その結果、各地域ネットワーク団体との共同調査として実施したこども

食堂の箇所数調査の結果を記者発表（６月）し、こども食堂の理解促進、普及啓発を行った。記者発表を

行うことで、４５以上の新聞、オンラインメディアなどで報道された。箇所数調査はその後、各小学校区

に対してこども食堂があるかどうかを可視化するためにプロット化を行う活動にも展開されている。 
中間支援団体強化に向けた活動としては、地域ネットワーク団体が行うセミナーやイベントでの講師派

遣や企画協力、行政など地域の関係者とのつなぎなども積極的に行い、各県単位の地域ネットワーク団

体は、25 団体から 35 団体に増加した。２月には、37 都道府県から 92 名が集まり全国交流会を開催し、

成功事例の共有や情報交換などを行い、全国レベルでの交流をはかった。 
こども食堂の支援者に対するコンサルティング及び企画運営支援に関しては、のべ 91 企業・団体と連携

し、食材、物品、サービス、資金などの支援を得ることができ、広報発信も各企業などから行うことで、

さらなる啓発を意識した。企業等との取り組みのひとつが、企業からの支援を得て、こども食堂をより安

心・安全な場にするために「食品衛生責任者」資格取得の助成制度を創設した。 
また、こども食堂の漫画化も企業支援を得て実現させた企画で、こども食堂の正しい理解を広げていく

ために公募で漫画家を募り、こども食堂の日常をわかりやすく発信することで、より幅広いリーチ層に

届けることを目的とした取り組みを行った。さらには、東京おもちゃ美術館と協働して「食べる・遊ぶ・

笑うこども食堂」を全国で開催するためのクラウドファンディングも実施した（クラウドファンディン

グは、企業からのマッチング寄付も得ている）。「食べる・遊ぶ・笑うこども食堂」は、食べるだけでなく、

遊びや笑いを通じて、多世代交流を促進すること、これまで参加していない人にも参加してもらうきっ

かけづくりを行うために、各地域ネットワーク団体、こども食堂と連携して行っている取り組みでもあ

る。他にも、カゴメやユニリーバジャパンとの SNS や広告の活用も含めた協働企画を実現でき、こども

食堂支援を個人にも呼びかけ、参加を促す取り組みができた。こども食堂を支援者の企画運営支援は、広

告代理店や営業開拓を専門とする事業者との連携にも着手している。 
また、組織基盤強化に向けて、ボランティア・プロボノ説明会を開催し、広くボランティア参加を募った

他、組織と財源、事業の成長に関しての中期計画の中間まとめも行った。 
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２ 事業の実施に関する事項 
（１）特定非営利活動に係る事業              （事業費の総費用【18,461】千円） 
定款に記載さ

れた事業名 
事業内容 

日時 場所 
従事者

人数 

受益対象者

範囲、人数 
事業費 
（千円） 

こども食堂運

営者に対する

運営基盤強化

支援事業 

こども食堂に対する寄付

やサービスの相談・仲介等

を行う。 
随時 全国 5 

全国のこど

も食堂運営

者およびこ

ども食堂へ

来た子ども

とその親な

ど 1000 名 

1,340 

こども食堂の

中間支援団体

に対するネッ

トワーク構築、

および運営基

盤強化支援事

業 

セミナーやイベントでの

講師派遣や企画協力、行政

など地域の関係者とのつ

なぎなども積極的に行い、

各地域の中間支援団体（ネ

ットワーク）の機能強化を

支援する。また、全国交流

会を開催した。 

随時。 
全国交流

会は 2020
年 2 月に

開催。 

全国 5 

全国各地の

地域ネット

ワーク団体

および各県

キーパーソ

ン 100 名 

6,464 

こども食堂運

営者および支

援者に対する

研修事業 

企業からの支援をえて、

「食品衛生責任者」資格取

得の助成制度を創設した。 
2020 年 2
月開始 

全国 3 

全国のこど

も食堂運営

者 50 名 
654 

こども食堂の

支援者に対す

るコンサルテ

ィング及び企

画運営支援事

業 

企業・団体等の相談を受

け、企画の立案等を行う。 
毎週水曜

日 
東京 5 

のべ91企業・

団体 

1,908 

こども食堂に

関する普及啓

発事業 

こども食堂漫画化や SNS
での発信など、主にオンラ

インを通じてこども食堂

の正しい理解を促進する

活動を行う。 

随時 東京 7 

全国のべ 23
万人の閲覧

者 3,334 



こども食堂に

関する調査・研

究事業 

地域ネットワーク団体と

共同で箇所数を調査し、発

表した。 2019 年 6
月 

全国 6 

全国各地の

地域ネット

ワーク団体

および各県

キーパーソ

ン 100 名 

4,761 

 







書式第１６号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人全国こども食堂支援センター・むすびえ

１． 重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準（2010年7月20日 2017年12月12日最終改正 NPO法人会計基準協議会）

によっています。

施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスの受入れはありましたが、そのサービスに関する会計上の処理は行わず、
計算書類の注記も活動計算書の計上もしていません。

ボランティアによる役務の提供の会計処理
ボランティアによる役務の提供はありましたが、その役務の提供に関する会計上の処理は行わず、
計算書類の注記も活動計算書の計上もしていません。

消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税込経理方式によっています。

２． 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳（正味財産の増減及び残高の状況）は以下の通りです。
当法人の正味財産は15,068,935円です.

（単位：円）
期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

0 3,522,000 3,522,000 0
0 500,000 500,000 0

0 713,000 713,000 0
合計 0 4,735,000 4,735,000 0

３． 固定資産の増減内訳
（単位：円）

期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

0 6,500,000 6,500,000 6,500,000
0 2,000,000 2,000,000 2,000,000
0 8,500,000 0 8,500,000 0 8,500,000

４．

・ 事業費と管理費の按分方法

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費に共通する経費のうち、給料手当については従事割合、システム管理費については事業に係る費
用を事業費とし、それ以外を管理費として按分しています。

２０１９年度 計算書類の注記

（２）

（１）

（３）

さくらプロジェクト基金特定資産
合計

投資その他の資産
食べる・遊ぶ・笑うこども食堂基金特定資産

内容

科目

備考

朝日新聞厚生文化
事業団助成金

子供の未来応援基金

草の根育成助成対象事業

事 業 報 告 用




